
 

日高川町公共施設等への太陽光発電設備等導入調査業務 

公募型プロポーザル実施要領 

 

第１ 業務の概要 

（１）業務名：日高川町公共施設等への太陽光発電設備等導入調査業務 

（２）契約期間：契約締結日から令和７年１月１５日まで 

（３）契約限度額：９，３５０，０００円（消費税額及び地方消費税額含む） 

 

第２ 業務内容 

本業務は、町有公共施設を対象とした太陽光発電設備等の導入可能性調査を実施し、立地

や施設利用状況等を踏まえて業務終了以降に効果的な導入を図るための基礎資料を作成す

ることを目的とする。  

また、太陽光発電設備の導入可能性調査と同時に、特に指定避難所や災害時対応拠点施設

に指定されている施設においては、災害時の事業継続性を目的とした蓄電池設備の導入と

非常用電源供給口の確保、さらには町民の環境醸成意識の向上に資する表示設備の導入に

ついても検討するものである。（詳細は別紙「日高川町公共施設等への太陽光発電設備等導

入調査業務仕様書」のとおり） 

 

第３ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加を希望する者は、次の要件を全て満たしているものとする。 

（１）日高川町入札参加資格者名簿に登載されている者であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５

号）に基づき、更生手続開始の申立て又は再生手続開始の申立てがなされていない者で

あること。ただし、更生計画又は再生計画の認可がなされている者を除く。 

（４）公募開始日から契約締結日までのいずれの日においても、日高川町又は和歌山県から

指名停止措置を受けていない者であること。 

（５）国税及び地方税を滞納していない者であること。 

（６）日高川町が行う契約等からの暴力団排除に関する合意書（平成２２年１２月７日合意）

に定める排除措置の対象となる法人等、又は、暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。 

（７）宗教活動や政治活動を主たる目的とする者でないこと。 

（８）仕様書等の内容を熟知し、業務内容等を十分に理解した上で当該プロポーザルに参加 

すること。 



（９）過去３年以内に、国の補助事業等を活用した同種又は類似の業務を地方公共団体から

受託し、かつその委託業務を履行のうえ、成果物を納品した実績を有していること。 

（１０）主任技術者は、過去３年以内に、国の補助事業等を活用した同種又は類似の業務に 

従事した実績を有していること。 

 

第４ スケジュール 

項 目 期日等 

① 公告（公募開始） 令和６年７月 ２日（火） 

② 質問受付締切 令和６年７月 ５日（金） 

③ 質問に対する回答 令和６年７月 ９日（火） 

④ 参加表明書等の受付締切 令和６年７月１１日（木） 

⑤ 提案書等の受付締切 令和６年７月１８日（木） 

⑥ 提案書等の審査 令和６年７月中旬 

⑦ 結果通知 令和６年７月下旬 

⑧ 見積書の提出及び契約  令和６年８月 １日（木） 

 

第５ 担当部署 

日高川町 企画政策課 

〒649-1324 和歌山県日高郡日高川町土生 160番地 

電  話：0738-23-9511 

ＦＡＸ：0738-22-1767 

E-mail：kikaku@town.hidakagawa.lg.jp 

  

第６ 参加表明書等の提出 

（１）提出期間 

令和６年７月１１日（木）１７時まで 

（２）提出方法 

担当部署へ持参又は郵送とする。 

（３）提出書類   

①参加表明書（様式第１号） 

②会社概要書（様式第２号） 

③業務実績調書（様式第３号） 

④主任技術者経歴書（様式第３号の１） 

（４）参加表明後、辞退するときは、速やかに辞退届（様式第４号）を提出すること。 



 

第７ 質問の受付及び回答 

（１）受付期間 

令和６年７月５日（金）１７時まで 

（２）受付方法 

質問書（様式第５号）に必要事項を記載のうえ、ＦＡＸ又は電子メールにて提出。 

（３）留意事項 

審査方法及び審査基準に関する質問には回答しない。 

（４）回答方法 

令和６年７月９日（火）までに町ホームページにて回答を公開する。 

 

第８ 企画提案書の提出 

（１）提出期間 

令和６年７月１８日（木）１７時まで 

（２）提出方法 

担当部署へ持参又は郵送とする。 

（３）提出部数 

①企画提案書提出届（様式第６号） 正１部 

②企画提案書           正１部 副６部 

 ・実施方針、実施体制及び業務スケジュールを記載すること。 

 ・仕様書に示す業務内容の進め方、実施内容等について具体的に記載すること。 

・様式は自由とするが、用紙はＡ４を基本に、Ａ３の場合は折り込みにすること。 

・下段にページ番号を付すこと。 

・提案事業者を特定することができる記述を避けること。 

③見積書（様式第７号）      正１部 

 ・「委託業務設計書」を参考に内訳書を作成すること。 

（４）企画提案書等の提出期限後における書類の追加、修正及び再提出には原則として応じ

ない。 

（５）郵送で提出する場合は、簡易書留郵便等の配達記録が残る方法を利用するものに限る。 

 

第９ 審査選定等 

（１）審査方式 

日高川町公共施設等への太陽光発電設備等導入調査業務公募型プロポーザル審査委員

会において書類審査を行い、提案事業者の実務経験、企画提案内容、見積額等を総合的に

評価し、最も評価が高かった提案事業者を優先契約交渉権者とする。なお、優先契約交渉

権者と合意に至らない場合は、総合得点が次に高い者と交渉を行う。 



（２）審査結果 

  審査結果は書面にて通知する。電話等による問合せには回答しない。 

 

第１０ 失格事項 

 次のいずれかに該当した者は、その者を失格とする。 

（１）「第３ 参加資格要件」に定める要件を満たしていない場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）実施要領で示した提出期日、提出場所、提出方法等の条件に適合しない書類の提出

があった場合 

（４）選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

（５）提出された見積金額が契約限度額を超えている場合 

 

第１１ その他 

（１）本業務は、令和５年度（補正予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱 

炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業）の第２号事業を

活用して実施するものであるため、当該補助事業の趣旨を理解したうえで業務を遂行

することとする。 

（２）提出書類の作成及び提出に要する経費、その他本業務の参加に要する全ての経費は、

応募者の負担とする。 

（３）提出書類等は、選定に必要な範囲において、複製を作成できるものとする。 

（４）提出書類等は、応募者に無断で本プロポーザル以外の目的に使用しない。 

（５）提出書類は返却しない。 

（６）選定結果に関する異議は、一切受け付けない。 

 

以上 


